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インドネシア 執筆者: ミリアム・アンドレータ、ジェン・エリザベス・ドノウ、ハンス・アディプトラ・クルニアワン 

 
当四半期に発行されたオムニバス法(Omnibus Law)施行規則の概要及び資本市場に関する規制概要の注目す

べきアップデートは以下のとおりです。 
 
1. 外国人持株比率の緩和 
 
多くの事業部門がこれまでの「閉鎖セクター」のカテゴリーから除外されており、これは、インドネシア政府が外国

投資を歓迎するとのコミットメントを示しています。これまで最低限の外国人持株比率しか認められていなかったそ

の他の事業部門は、現在、外国人持株比率の基準を大幅に引き上げています。但し、一部の業種については、外

国資本に対し閉鎖的なままであり、中小企業とのパートナーシップ等一定の条件を満たす場合にのみ実施可能と

なります。 
 
2. 雇用法改正:二つの利害の均衡 
 
「従業員有利」の方針でよく知られている法域として、最近の雇用規制は、雇用者-従業員関係の均衡をより図るこ

とを企図しています。このことは、COVID-19 の流行が国内の既存企業や、経済が労働集約型産業に依然として

大きく依存しているインドネシア全般に与える影響を考慮すると、とりわけ重大であると考えられます。近時の規則

の影響を受ける主な分野は以下のとおりです。 
 

 時間外労働及び給与 
 アウトソーシング契約 
 期間従業員 
 雇用関係の終了及び補償 
 外国人労働者の雇用 

 
3. 土地の権原 
 
インドネシア政府は、2021 年 2 月、土地関連の権原について、オムニバス法により導入された一定の緩和措置を

実施するための規制を発出しました。当該緩和には以下が含まれます。 
 

 特定の地域に所在する特定の種類の土地に建築された区画の専有部分の所有を外国人に認めること 
 特定の種類の土地の権利を、より長期の条件で、一度にかつ事前に付与することを認めること(これによ

り、当該土地のバンカビリティの著しい上昇が見込まれる) 
 
4. ライセンス改革 
 
インドネシアのビジネスライセンス制度は、手続の簡素化を主な目的として、リスクに基づくアプローチに変更され

ました。これは、リスクの低い事業活動は、単純な登録のみを必要とする一方、人の健康や環境等へのリスクが高

い事業活動は、一定のライセンスを申請し、より厳格な監督を受けなければならないことを意味しています。 
 
5. 資本市場:上場企業の非上場化 
 
インドネシア金融サービス庁(Otoritas Jasa Keuangan - OJK)によって最近導入された注目すべき最新情報は、

上場企業の非上場化に関連しています。 
最近の規制では、OJK はインドネシア証券取引所の命令により、OJK の指示に基づき、強制的な非上場化を可

能とする制度を創出しました。また、OJK は、同規制において、企業の非上場化のための詳細な要件や手続を定

めています。 
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シンガポール 執筆者: メリッサ・タン、チン・スーシャン、アンドレア・ワン 

 
1. 2012 年個人情報保護法(2012 年法律第 26 号)(「PDPA」)の改正 
 
2020 年個人情報保護(改正)法(2020 年第 40 号)に基づく改正 PDPA 法が、2021 年 2 月 1 日に施行されまし

た。主要な改正点は以下のとおりです。 
 

 みなし同意の範囲の拡大 - PDPA の下では、組織が個人の個人情報を収集、使用、又は開示する前

に、組織が当該個人の同意を取得し、又は当該個人の同意を取得したとみなされなければならないとい

う、一般的な要件が課されています。みなし同意の範囲に、「契約上の必要性による同意とみなされる」

及び「通知による同意とみなされる」という 2 つの新たな規定が追加されました。 
 

 同意取得要件の例外 - 同意を得るための要件につき、2つの新たな例外が導入されました。「正当な利

益の例外」は、正当な利益を保護する必要がある場合に、関係者の同意なしに、組織が個人情報を収

集、使用又は開示することを許可するものです。「業務改善の例外」は、特定の目的のために、関係者の

同意なしに、組織が個人情報を収集、使用又は開示することを許可するものです。 
 

 情報侵害通知の義務 - 個人情報侵害が発生し、個人に影響を与え又は著しい規模の個人に重大な損

害をもたらし、又はもたらす可能性が高い場合、組織は、可能な限り速やかに、かつ、情報侵害が通知

可能と評価された後 3 暦日以内に、個人情報保護委員会に通知する必要があることを定めた、新たな

情報侵害通知要件が導入されました。 
 

 個人情報の悪質な取扱いに関する新たな制裁 - 組織が所有している、又は組織の管理下にある個人

情報の悪質な取扱いに関する個人の行動を対象とする新たな罰則が導入されました。 
 
2. 物品サービス税法(Cap. 117A of Singapore)(「GST 法」) 
 
2020 年物品サービス税法改正に基づく改正 GST 法が 2021 年 1 月 1 日に施行されました。これには、貿易業者

の詐欺防止措置(貿易業者の詐欺の一部であることを知っていた、又は知っていたはずであった場合、課税対象

者に対して行われた供給について、課税控除を請求することを認めない措置)が導入されたことが含まれます。 
 
3. 電子取引法(Cap. 88 of Singapore)(「ETA」) 
 
2021 年電子取引法改正に基づく改正 ETA は、2021 年 3 月 19 日に施行されました。同法は、主に電子移転可

能記録に関する UNCITRAL モデル法を採用しています 
ETA の重要な改正点は、電子移転可能記録(「ETR」)の新しい概念が導入されたことです。これにより、電子記録

(文書による情報の要件を満たすもの)及び電子署名(自筆署名と同等と認識されるもの)の法的執行力が、ETR
の形式の場合、一定の要件を満たすことを条件として、譲渡可能な証書(権原書類、為替手形、荷物手形、船荷証

券及び約束手形等)に適用されることになります。 
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タイ 執筆者: ジラポン・スリワット、アピンヤー・サーンティカセーム、スックジャイ・パンパスック、タナポン・ロムトーン 

 
1. 大麻関連事業の合法化のための新たな規制 
 
第 5 カテゴリーの麻薬(特に大麻)の生産、輸入、輸出、流通、所持の許可及び承認に関する省令(B.E. 
2563(2020))は、2021 年 1 月 29 日に発効しました。これは、特に、商業、工業、医療及び研究目的のための大麻

(Cannabis sativa L. subsp. Sativa)の生産、輸入、輸出、流通及び所持を許可するものです。 
大麻関連事業の許可申請者は、タイに住所を有するタイ人、タイの法律により設立された法人(少なくとも取締役、

社員又は株主の 3 分の 2 以上がタイ国籍を有し、かつ、その代表者がタイに住所を有するもの)、共同体企業又

は指定行政機関でなければならないとされています。 
 
2. 土地建物税の軽減 
 
COVID-19 の大流行が人々の財務状況や生活の質に与える影響を緩和するため、特定の種類の土地及び建物

に対する減税に関する勅令(第 2 号) B.E. 2564(2021)が成立し、2021 年 2 月 1 日から施行されました。 
この勅令により、居住目的又は農業目的に使用される土地及び建物並びに空地又は未使用の土地又は建物に

対する 2021 年の租税は、90%軽減されます。 
 
3. 食品広告 
 
タイ食品・医薬品局は、現在の様々な広告チャンネルや広告方法を維持するため、食品広告基準に関する新たな

通達を公表し(B.E. 2564(2021))、2021 年 3 月 31 日に発効しました。 
この通達は、公表前に当局の承認を必要とする特定種類の食品の広告及び宣伝文の特徴を定めたものです。ま

た、『当該食品が「コロナウィルス防止」、「感染症の治療」、又は「コレステロール、血圧、脂質、血糖値の減少」を

することができる』等、厳格に禁止されている広告文もあります。 
 
4. 非常事態令の延長 
 
首相は、非常事態における統治に関する勅令(B.E. 2548(2005))第 5 条に基づき、国内全土における非常事態令

の執行期間を 2021 年 5 月 31 日まで延長する旨を閣議決定しました。 
非常事態令下では、首相はいかなる事業の運営にも一定の制限を課すとともに、会合や集会を禁止する権能を

有します。例えば、午後 9 時以降のレストラン内での食事は認められません。 
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ベトナム 執筆者: ハー・ホアン・ロック、ヴ・レ・バン、グエン・テイ・タン・フォン 

 
1. 2020 年投資法に関する政令 
 
2021 年 3 月 26 日に発効した政令 31/2021/ND-CP は、2020 年投資法の、特に以下の内容に関する詳細を定

めるために導入されました。 
 

 外国投資家(外国投資家とみなされる外国投資会社を含む)が投資することができない事業分野の一覧

及び外国投資家が投資するために市場参入の条件を満たさなければならない事業分野の一覧並びに

その他の関連する適用される方針 
 投資インセンティブ及び投資支援 
 投資家のためのプロジェクト実施保険、投資プロジェクトの認定、登録及び修正関連手続を含む投資プ

ロジェクトの実施 
 外資系企業の設立・投資プロジェクトの実施 

 
2. 2020 年官民パートナーシップ(PPP)投資法の政令 
 
2021 年 3 月 29 日に発効した政令 35/2021/ND-CP は、PPP 投資に関する法律(2020 年)のうち、特に以下の内

容に関する詳細を定めるために導入されました。 
 

 各分野及び各分野の PPP 事業に適用される最低投資資本 
 PPP プロジェクトの評価 
 PPP プロジェクトの準備 
 工事の完了確認、建設工事の移管、インフラストラクチャーシステム及び PPP 契約の終了 

 
3. ハイテク企業の基準 
 
2021 年 4 月 30 日に発効する決定 10/2021/QD-TTg は、企業がハイテク企業として認定され、その結果、政府

が決定する一定の投資インセンティブを受ける権利が与えられるための基準を定めています。 
 

 総純収入から投入額を差し引いた額に対する研究及び開発活動費の総額の割合は、①総資金源 VND 
6 兆以上及び従業員 3000 人以上(「X 型企業」)を有する企業にあっては 0.5%、②X 型企業以外の企業

かつ総資金源 VND1000 億以上及び従業員 200 人以上(「Y 型企業」)を有する企業にあっては 1%、③

その他の企業においては 2%に達していなければならないとされます。 
 研究及び開発に直接従事する従業員のうち、大学レベル以上の教育を受けている者の割合は、①X 型

企業では 1%、②Y 型企業では 2.5%、③その他の企業では 5%とされます。 
 企業の研究及び開発に要する経費が更に明確にされています。 

 
4. 個人情報保護に関する政令案 
 
ベトナム公安省は近時、パブリック・コメントのため、個人情報保護に関する政令案の第 2 版を公表しました。これ

は、情報主体の権利を保護するための様々な原則と規定を定め、情報処理者の活動を非常に厳格な要件で規制

するものとなっています。 
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本リーガルアップデートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況

に応じ、日本法または現地法弁護士の適切な助言を求めて頂く必要があります。また、本稿に記載の見解は

執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所のクライアントの見解ではありません。 
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